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○県税事務取扱基本要綱 

税 第 5 9 2 号 

平成１８年３月３１日 

改正 

平成18年７月31日税第233号 平成19年３月30日税第572号 平成19年７月25日税第197号 

平成20年３月30日税第556号 平成20年７月31日税第212号 平成21年３月31日税第564号 

平成22年９月７日税第269号 平成23年12月９日税第428号 平成24年３月30日税第650号 

平成25年４月１日税第13号  平成26年３月31日税第454号 平成26年11月14日税第293号 

平成27年３月31日税第453号 平成27年６月30日税第155号  平成27年12月21日税第357号 

平成27年12月22日税第360号  平成28年３月29日税第517号 平成28年12月22日税第411号 

平成29年３月31日税第548号 平成30年３月31日税第532号  平成30年12月７日税第354号 

平成31年３月29日税第522号  令和元年９月10日税第214号 令和元年９月27日税第248号 

令和２年３月31日税第518号 令和３年３月29日税第490号 令和４年３月29日税第519号 

令和６年８月23日税第240号 令和７年３月26日税第572号 令和８年３月31日税第559号 

（※ 平28.3.29税第517号以降の改正履歴を各条項・様式に明記） 

 

第１章 通則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、県税に係る徴収金の賦課徴収に関し作成すべき帳票、定例報告事項及び知

事、地域振興局長又は他の都道府県知事相互間の連絡事項等を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 法 地方税法（昭和 25年法律第 226号）をいう。 

(2) 条例 新潟県県税条例（平成 18年新潟県条例第 10号）をいう。 

(3) 規則 新潟県県税規則（昭和 34年新潟県規則第 63号）をいう。 

(4) 局長 新潟県地域振興局設置条例（平成 13年新潟県条例第 60号）において定める地域振

興局の長をいう。 

(5) 徴税吏員 規則第３条に定める県職員をいう。 

(6) 様式訓令 新潟県財務規則（昭和 57年新潟県規則第 10号）第 223条の規定による県税徴

収金に係る帳票その他の書類の様式指定（平成７年３月新潟県訓令第 19号）をいう。 

(7) 直税 県民税、事業税、不動産取得税、自動車税、鉱区税、固定資産税及び狩猟税をい
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う。 

(8) 間税 地方消費税、県たばこ税、ゴルフ場利用税及び軽油引取税をいう。 

(9) 法定外普通税 核燃料税をいう。 

(10) 法定外目的税 産業廃棄物税をいう。 

   （令元.9.10税第 214号・一部改正） 

（犯則事件等に係る協議等） 

第３条 局長は、次に掲げる場合は、あらかじめ知事に協議しなければならない。 

(1) 犯則事件に係る犯則者について通告処分をし、又は告発をする場合 

(2) 訴訟事件に参加し、又は応訴をする場合 

(3) 法第 16条の４第１項の規定による保全差押えをする場合 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、局長が必要と認めるとき。 

２ 局長は、前項第２号から第４号までに定める措置をしたときは、その結果を知事に報告しな

ければならない。 

３ 局長は、第１項に掲げる場合のほか、県税の賦課徴収について異例にわたる事項と認めるも

の及び特殊な事項に係る情報については、すみやかに知事に報告しなければならない。 

 （部外に対する資料の提供等） 

第４条 県税の賦課徴収事務に従事する職員は、県税の賦課徴収に関する資料を部外に提供し又

は公表する場合は、所属長の承認を受けなければならない。 

 （課税資料閲覧等の証明書） 

第５条 局長は、徴税吏員が税務官署で徴収金の課税資料の調査を行なう場合は、次に定める証

明書を当該徴税吏員に交付しなければならない。 

閲覧又は記録についての指定職員の証明書       別記第１号様式 

２ 徴税吏員は、税務官署で調査を行なう場合は、前項の証明書を持参し、あらかじめこれを提

示しなければならない。 

 （過料等の調定決議書） 

第６条 過料、通告処分による罰金及び追徴金相当額、通告処分費並びに没収金の調定をする場

合の決議書の様式は、次のとおりとする。 

過料等の調定（取消）決議書             別記第２号様式 

２ 前項の調定決議書及びこの規程に定める調定決議書は、収入の通知を兼ねるものとする。 

   （平 31.3.29税第 522号・一部改正） 
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第２章 直税事務 

 （定例報告） 

第７条 局長は、次表に定めるところに従い報告書を知事に提出しなければならない。 

区分 種      別 調製期日等 提出期限 別記様式 

期報 鉱区税課税状況報告書
 ５月末日 

決算分 

翌月 10 日 

翌年度６月 10 日 
第３号様式 

 （備付台帳等） 

第８条 局長は、次に定める台帳等を備え付けなければならない。 

(1) 個人事業税の自主決定分処理状況調査簿       別記第４号様式 

(2) 個人事業税の自主調査対象者名簿          別記第５号様式 

(3) 個人事業税賦課状況一覧表             別記第６号様式 

(4) 不動産取得税取得申告書整理簿           別記第７号様式 

   （平 30.3.31税第 532号・一部改正） 

 （調定決議書等） 

第９条 直税（不動産取得税を除く｡)又はそれに係る加算金の調定をする場合の決議書等の様式

は、次のとおりとする。 

(1) 調定決議書（個人県民税、県民税利子割、県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、法人

県民税、事業税、特別法人事業税、地方法人特別税、自動車税、鉱区税、普通徴収に係る狩

猟税及び固定資産税） 

                           別記第８号様式 

(2) 個人事業税調定内訳書               別記第 10号様式 

(3) 個人事業税更訂調定内訳書             別記第 11号様式 

(4) 鉱区税調定内訳書                 別記第 12号様式 

(5) 鉱区税更訂調定内訳書               別記第 13号様式 

(6) 狩猟税賦課、調定内訳書（普通徴収）        別記第 14号様式 

(7) 法人県民税･法人事業税･特別法人事業税・地方法人特別税調定内訳書 

  別記第 15号様式 

(8) 県民税利子割調定内訳書              別記第 17号様式 

(9) 県民税配当割調定内訳書              別記第 19号様式 

(10) 自動車税賦課調定内訳書（普通徴収）        別記第 21号様式 

(11) 自動車税賦課調定額更訂内訳書           別記第 22号様式 

２ 前項の調定決議書のうち普通徴収に係るものは、賦課又は更訂の決議書を兼ねるものとす

る。 
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３ 不動産取得税の賦課又は調定をする場合の決議書等の様式は、次のとおりとする。 

(1) 不動産取得税賦課決議書               別記第 25号様式 

(2) 不動産取得税賦課内訳書兼調定内訳書         別記第 26号様式 

(3) 調定決議書                     別記第８号様式 

   （令元.9.10税第 214号・令元.9.27税第 248号、令８.3.31税第 559号・一部改正） 

 （納税通知書の再発付決議書） 

第 10 条 郵便局から返戻された納税通知書を再発付する場合の決議書の様式は、次のとおりと

する。 

 (1) 納税通知書再発付決議書（自動車税以外の税目）    別記第 27号様式 

 (2) 自動車税納税通知書再発付決議書（内訳書）      別記第 28号様式 

   （令元.9.10税第 214号、令８.3.31税第 559号・一部改正） 

 （法人県民税等に係る申告是認） 

第 11 条 局長は、法人県民税及び法人事業税の申告に係る課税標準額等について、国税資料の

閲覧等により適正と認めた場合は、次に定める調査票により申告是認の処理をするものとす

る。 

   法人税調査票                     別記第 29号様式 

 （法人県民税等の調査書の整理） 

第 12 条 局長は、新設された法人については、条例第 29 条第１項の規定による届出があったも

のを除き、次に定める調査書を作成するものとする。 

  新設法人調査書                    別記第 30号様式 

２ 局長は、法人が解散、休業又は所在不明等のため、法人県民税、法人事業税、特別法人事業

税及び地方法人特別税を課税できない場合は、次に定める調査書により整理しておくものとす

る。 

   解散等法人調査書                   別記第 31号様式 

   （令元.9.27税第 248号・一部改正） 

 （２以上の都道府県において事務所又は事業所を有する法人に係る関係都道府県 

   知事等に対する通知） 

第 13 条 局長は、２以上の都道府県において事務所又は事業所を有する法人（主たる事務所又

は事業所の所在地が県内にあるものに限る。この条において同じ｡)に係る法人県民税又は法人

事業税について申告是認又は更正若しくは決定をした場合は、次に定める通知書により関係都

道府県知事に通知しなければならない。 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

の申告納付期限延長通知書
 
別記第33号様式

 

  
法人

県民税
に係る課税標準額等の通知について

        別記第 32号様式 

        
事業税 

  
法人

県民税
に係る課税標準額等の通知について（発電・小売用）

 別記第 32号様式の２ 

        
事業税

 

２ 局長は、２以上の都道府県において事務所又は事業所を有する法人について法人県民税、法

人事業税又は特別法人事業税の申告納付期限を延長した場合は、次に定める通知書により関係

都道府県知事等に通知しなければならない。 

法 人 県 民 税 ・ 法 人 事 業 税 

特 別 法 人 事 業 税
 

３ 局長は、２以上の都道府県において事務所又は事業所を有する法人について前条第２項の解

散等法人調査書を作成した場合は、次に定める通知書により関係都道府県知事に通知するもの

とする。 

  法人の解散等通知書                  別記第 34号様式 

   （令元.9.27税第 248号・一部改正） 

 （市町村に対する法人税額等の通知） 

第 14 条 法第 63 条第４項の規定により法人税額等を関係市町村長に通知する場合の通知書の様

式は、次のとおりとする。 

 (1) 法人税額等通知書（電算用）             別記第 35号様式 

 (2) 法人税額等通知書（手書用）             別記第 36号様式 

２ 局長は、法第 53 条第 43 項の規定により法人県民税の申告納付期限の延長等を関係市町村長

に通知する場合は、別記第 33号様式により通知しなければならない。 

   （平 30.3.31税第 532号・一部改正） 

 （個人事業税の調査票等） 

第 15 条 徴税吏員は、個人事業税に係る所得調査をする場合は、あらかじめ次に定める調査票

を作成しなければならない。 

(1) 所得税の所得金額（異動）調査票                    別記第 37号様式 

    住民税申告額 

(2) 個人事業税の自主決定分調査票                      別記第 38号様式 

２ 徴税吏員は、個人事業税に係る所得調査をした場合は、次に定める調査書を作成しなければ

ならない。 

   個人事業税所得調査書                別記第 39号様式 
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 （２以上の都道府県において事務所又は事業所を有する個人に係る関係都道府県知事に対する

通知） 

第 15 条の２ 局長は、２以上の都道府県において事務所又は事業所を有する個人（主たる事務

所又は事業所の所在地が県内にあるものに限る｡)に係る個人事業税の課税標準とすべき所得の

総額を決定をした場合は、次に定める通知書により関係都道府県知事に通知しなければならな

い。 

   個人事業税に係る課税標準額等の通知書        別記第 39号様式の２ 

   （平 28.12.22税第 411号・追加） 

  （不動産取得税に係る建築家屋の調査票等） 

第 16 条 徴税吏員は、家屋の建築による不動産取得税に係る課税客体のは握又は当該家屋の価

額を調査した場合は、次に定める調査票等を作成しなければならない。 

(1) 建築家屋調査票                  別記第 40号様式 

(2) 木造家屋調査書                  別記第 41号様式 

(3) 非木造家屋調査書                 別記第 42号様式 

(4) プレハブ方式構造建物調査書              別記第 43号様式 

 （自動車税に係る事故自動車の調査等） 

第 17 条 局長は、解体処分等により用途を廃止した課税自動車について納税者が自ら登録抹消

の手続をすることが困難と認める場合は、当該自動車について次に定める決議書により処理し

なければならない。 

  事故自動車認定決議書                別記第 44号様式 

   （令元.9.10税第 214号、令８.3.31税第 559号・一部改正） 

 （自動車税の申告書の整理） 

第 18 条 知事は、自動車税の申告書を受理した場合は、次に定める整理票を作成するものとす

る。 

  申告書整理票                    別記第 45号様式 

   （令元.9.10税第 214号、令８.3.31税第 559号・一部改正） 

 （鉱区税に係る鉱業権登録事項の通知） 

第 19 条 知事は、鉱区税に係る鉱業権の登録事項を調査し、新潟地域振興局長に通知するもの

とする。 

第 20 条  削除 

 （令 7.3.26税第 572号） 
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 （固定資産税に係る指定等の通知） 

第 21 条 知事は、大規模償却資産の指定及び価格の決定について市町村長に通知する場合は、

課税地を所管する局長に課税標準額等必要な事項を通知するものとする。 

第 22条から第 24条まで 削除 

 （令８.3.31税第 559号） 

  第３章 間税事務 

 （定例報告） 

第 25条 局長は、次表に定める区分に従い報告書を知事に提出しなければならない。 

区分 種             目 調製期日等 提出期限 別記様式 

月報 軽油引取税調査状況報告書 

４月から翌年 

５月までの毎

月末日 

 翌月10日 第50号様式 

期報 
ゴルフ場利用税市町村

 

交付金報告書
 

７月末日 

11月末日 

２月末日 

 

 翌月15日 

 

第51号様式 

 （備付帳簿等） 

第 26 条 局長は、次に定める帳簿等を備え付けなければならない。ただし、第９号から第 12 号

までの整理表で農業用免税軽油使用者に係るものについては、この限りでない。 

(1) ゴルフ場利用税基本名簿・賦課原簿（申告分）    別記第 52号様式 

(2) ゴルフ場利用税賦課原簿（更正・決定分）      別記第 53号様式 

(3) 軽油引取税賦課原簿（納入申告分）         別記第 54号様式 

(4) 軽油引取税賦課原簿（納付申告・普通徴収分）    別記第 55号様式 

(5) 特別徴収義務者証票等交付整理簿（ゴルフ場利用税・軽油引取税・産業廃棄物税） 

                           別記第 56号様式 

(6) 軽油引取税免税軽油使用者証交付整理簿       別記第 57号様式 

(7) 軽油引取税免税証受払簿              別記第 58号様式 

(8) 自動車用炭化水素油譲渡証等用紙受払簿       別記第 59号様式 

(9) 軽油引取税免税軽油使用者整理表（その１）     別記第 60号様式 

(10) 軽油引取税免税軽油使用者整理表（その２）     別記第 61号様式 

(11) 軽油引取税免税軽油使用者整理表（その３）     別記第 62号様式 

(12) 軽油引取税免税軽油使用者整理表（その４）     別記第 63号様式 
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(13) 軽油引取税調定状況集計表             別記第 64号様式 

(14) 軽油引取税免税証交付状況一覧表          別記第 65号様式 

 （調定決議等） 

第 27条 間税又はこれに係る加算金の調定をする場合の決議書等の様式は次のとおりとする。 

(1) 地方消費税調定決議書               別記第 66号様式 

(2) 県たばこ税調定決議書               別記第 67号様式 

(3) 県たばこ税調定内訳書               別記第 68号様式 

(4) 調定決議書                    別記第８号様式 

(5) ゴルフ場利用税調定内訳書（申告分）        別記第 69号様式 

(6) ゴルフ場利用税調定内訳書（更訂分）        別記第 70号様式 

(7) 軽油引取税調定内訳書（納入分）          別記第 71号様式 

(8) 軽油引取税調定内訳書（納付・普通徴収分）     別記第 72号様式 

(9) 軽油引取税調定内訳書付表（免税証による引渡数量明細書） 

                         別記第 73号様式 

２ 前項の調定決議書のうち普通徴収に係るものは賦課又は更訂の決議書を兼ねるものとする。 

 （免税証等の送付及び受入れ） 

第 28 条 知事又は局長は、自動車用炭化水素油譲渡証等用紙を送付し、又は受け入れる場合

は、次に定める書類により処理するものとする。 

(1) 自動車用炭化水素油譲渡証等用紙送付書       別記第 76号様式 

(2) 自動車用炭化水素油譲渡証等用紙受入書       別記第 77号様式 

 （免税証等の亡失の取扱い） 

第 29 条 局長は、軽油引取税免税証（以下「免税証」という｡)、免税軽油使用者証、免税軽油

共同使用者証又は自動車用炭化水素油譲渡証等用紙について亡失の届出があった場合又は亡失

したと認められる事由がある場合は、亡失したことが焼失その他完全に滅失したと認められる

場合を除き、当該事項を速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告を受けた場合は、必要に応じ無効の告示をするものとする。 

 （休廃業の確認） 

第 30 条 徴税吏員は、特別徴収義務者等が休業又は廃業した場合は、調査により確認の上、次

に定める確認調査書を作成しなければならない。ただし、休業又は廃業について所定の様式に

より申告等がなされたときは、この限りでない。 

  休（廃）業確認調査（復命）書            別記第 78号様式 
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 （軽油引取税に係る相互通報） 

第 31 条 局長は、申告又は調査等により軽油等の引渡数量等を把握した場合は、次に定める連

絡票により、関係局長又は関係都道府県知事に通知しなければならない。 

    軽油引取税引渡（納入）数量連絡票          別記第 79号様式 

２ 局長は、申告又は調査等により把握した軽油等の引取数量等について関係局長又は関係都道

府県知事に照会又は回答する場合は、次に定める照会（回答）票により処理しなければならな

い。 

  軽油引取税引取（納入）数量照会（回答）票      別記第 80号様式 

  （免税証に係る使用済印） 

第 32 条 局長は、特別徴収義務者等が使用済の免税証を提出した場合は、次に定める使用済の

印を押さなければならない。 

  使用済印                      別記第 81号様式 

  （免税証の交付数量の計算） 

第 33条 免税証の交付数量を計算する場合の計算書の様式は、次のとおりとする。 

(1) 免税軽油所要数量計算書（鉱物掘採用）       別記第 82号様式 

(2) 免税軽油所要数量計算書              別記第 83号様式 

  第４章 法定外普通税及び法定外目的税事務 

 （備付帳簿） 

第 33条の２ 局長は、次に定める帳簿を備え付けなければならない。 

(1) 産業廃棄物税基本名簿・賦課原簿（申告分）     別記第 127号様式 

(2) 産業廃棄物税賦課原簿（更正・決定分）       別記第 128号様式 

   （平 30.3.31税第 532号・追加） 

 （調定決議等） 

第 33 条の３ 法定外普通税若しくは法定外目的税又はこれに係る加算金の調定をする場合の決

議書等の様式は次のとおりとする。 

 (1) 核燃料税調定決議書                別記第 126号様式 

 (2) 産業廃棄物税調定決議書              別記第８号様式 

 (3) 産業廃棄物税調定内訳書              別記第 75号様式 

   （平 30.3.31税第 532号・一部改正） 

  第５章 徴収事務 

 (定例報告) 
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第 34条 局長は、次表に定めるところに従い報告書を知事に提出しなければならない。 

区分 種      別 調製期日等 提出期限 別記様式 

年報 
県税領収証書等の受払

報告書 
３月末日 翌月 10 日 第 84 号様式 

  (備付帳簿等） 

第 35条 局長は、次に定める帳簿等を備え付けなければならない。 

 (1) 滞納処分票授受（受払）簿                別記第 85号様式 

 (2) 徴収の引継・引受整理簿               別記第 86号様式 

 (3) 徴収金の嘱託、受託整理簿             別記第 87号様式 

 (4) 納付（納入）受託証券整理カード          別記第 88号様式 

 (5) 県税領収証書等の授受・受払簿           別記第 90号様式 

２ 知事は、次に定める帳簿等を備え付けるものとする。 

 (1) 納付（納入）受託証券整理カード          別記第 88号様式 

 (2) 消込印管理台帳                  別記第 89号様式 

 (3) 県税領収証書等の授受・受払簿           別記第 90号様式 

第 36 条 知事は、法人県民税、事業税、不動産取得税、ゴルフ場利用税、自動車税、鉱区税及

び軽油引取税について、次に定める帳票を作成するものとする。 

 (1) 還付額充当額内訳書（法人県民税及び法人事業税用） 別記第 91号様式 

 (2) 還付額充当額内訳書（法人県民税及び法人事業税以外用）  

                            別記第 92号様式 

 (3) 消込一覧表                    別記第 93号様式 

   （令元.9.10税第 214号・一部改正） 

 （認印登録簿） 

第 37 条 知事及び局長は、次に定める登録簿を備え、県税徴収金の領収事務に従事する税務現

金取扱員（新潟県財務規則第８条第１項第２号に規定する税務現金取扱員をいう。以下同じ｡)

の認印を登録するものとする。 

  税務現金取扱員の認印登録簿             別記第 94号様式 

 （督促状） 

第 38 条 督促状を発付する場合又は督促を取り消す場合の決議書の様式は、次のとおりとす

る。 

 (1) 督促状発付決議書（電子計算機で収納管理される税用・その１） 
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                            別記第 95号様式 

 (2) 督促状発付決議書（電子計算機で収納管理される税用・その２） 

                            別記第 96号様式 

 (3) 督促状発付（取消）決議書（電子計算機で収納管理される税以外用） 

                            別記第 97号様式 

 (4) 督促状取消決議書（電子計算機で収納管理される税用）別記第 98号様式 

 (5) 督促状取消決議書（自動車税用）          別記第 99号様式 

２ 法人県民税、事業税、自動車税及び鉱区税に係る督促状を発付する場合は、前項の決議書に

次に定める内訳書を添付しなければならない。 

 (1) 督促状発付内訳書（次号以外用）          別記第 100号様式 

 (2) 督促状発付内訳書（法人県民税、事業税、自動車税及び鉱区税用） 

                            別記第 101号様式 

   （令元.9.10税第 214号、令８.3.31税第 559号・一部改正） 

 （滞納処分費の調定） 

第 39 条 知事及び局長は、滞納処分費を調定する場合又は調定を取り消す場合は、別記第２号

様式により処理するものとする。 

 （未納整理カードの作成） 

第 40 条 知事及び局長は、県たばこ税、狩猟税及び核燃料税に係る未納の徴収金について督促

状を発付する場合は、次に定める整理カードを作成するものとする。 

  未納整理カード                   別記第 102号様式 

２ 前項の徴収金のうち、督促状発付前に徴収の猶予をしたもの又は繰上徴収により督促状の発

付を要しないものにおいては、前項の規定にかかわらず、当該許可又は法第 13 条の２第３項

の規定による納期限後直ちに、未納整理カードを作成しなければならない。 

   （令元.9.10税第 214号、令８.3.31税第 559号・一部改正） 

 （滞納処分総括整理票の作成） 

第 41 条 徴税吏員は、滞納処分を行うに際し、必要と認める場合は、次に定める整理票を作成

しなければならない。 

滞納処分総括整理票                 別記第 109号様式 

 （徴収の引継ぎ） 

第 42 条 局長は、条例第 16 条の規定により徴収の引継ぎをする場合は、次に定める引継書に、

滞納処分総括整理票を添付して処理しなければならない。 
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  徴収の引継書                    別記第 110号様式 

 

２ 前項の規定による引継書の送付を受けた局長（以下「引受局長」という｡)は、滞納者の住

所、居所、事務所若しくは事業所又は財産が所管区域内にあるか否かを調査し、次に定める回

答書により、速やかに回答しなければならない。 

  徴収の引継回答書                  別記第 111号様式 

３ 徴収の引継ぎをした局長は、引継額に変更があった場合は、次に定める通知書により引受局

長に通知しなければならない。 

  徴収の引継額変更（取消）通知書          別記第 112号様式 

 （法人の所在地変更の通知） 

第 43 条 局長は、法人の本店又は主たる事務所若しくは事業所の所在地が変更され、当該法人

の法人県民税、法人事業税及び軽油引取税に係る課税地に変更が生じる場合は、次に定める通

知書により当該変更後の課税地を所管する局長に通知しなければならない。 

  法人の所在地等変更について            別記第 113号様式 

 （更生事件に係る通知） 

第 44 条 知事は、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定に基づく更生手続開始の申立て

又は更生手続開始の決定があった場合は、次に定める通知書により局長に通知するものとす

る。 

 (1) 会社更生手続開始申立ての通知書         別記第 114号様式 

 (2) 会社更生手続開始決定の通知書          別記第 115号様式 

 （滞納処分の停止調査書等の作成） 

第 45 条 徴税吏員は、滞納者が滞納処分の停止に該当することを調査により確認した場合は、

次に定める調査書を作成しなければならない。 

 (1) 滞納処分の停止調査書（個人）          別記第 116号様式 

 (2) 滞納処分の停止調査書（法人）          別記第 117号様式 

２ 徴税吏員は、滞納処分の停止中の者が滞納処分の停止の取消事由に該当することを調査によ

り確認した場合は、次に定める調査書を作成しなければならない。 

  滞納処分の停止取消調査書             別記第 118号様式 

 （納税義務の消滅決議書） 

第 46 条 法第 15 条の７第５項の規定により納税義務を消滅させる場合の決議書の様式は、次の

とおりとする。 
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  納税義務の消滅決議書               別記第 119号様式 

 （納付又は納入の委託） 

第 47 条 徴税吏員は、納税者等から納付又は納入のため規則第 26 条に定める有価証券の委託を

受けた場合は、次に定める報告書を作成し、取りまとめ責任者（新潟県財務規則第８条第１項

第２号に規定する税務現金取扱員の中から税務出納員が指定した者をいう。次項及び第 49 条

において同じ｡）に引き継がなければならない。 

  納付（納入）受託証券等報告兼引継書        別記第 120号様式 

２ 取りまとめ責任者は、前項の引継ぎを受けた場合は、次に定める取立依頼書により税務出納

員が所轄する指定金融機関等に再委託しなければならない。 

  納付（納入）受託証券取立依頼書          別記第 121号様式 

 （滞納整理復命書等の作成） 

第 48 条 徴税吏員は、徴収金の滞納整理に従事した場合又は窓口で徴収金等を受領した場合

（次項の場合を除く｡)は、次に定める復命書を作成しなければならない。 

  県税滞納整理復命書（県税領収状況報告書）     別記第 122号様式 

２ 徴税吏員は、県税領収印により徴収金を受領した場合は、次に定める報告書を作成しなけれ

ばならない。 

  窓口領収報告書                  別記第 123号様式 

３ 徴税吏員は、県税領収印により徴収金を受領する場合は、次に定める台帳を作成しなければ

ならない。 

   県税領収印管理台帳                別記第 124号様式 

 （徴収金の取りまとめ責任者への引継ぎ） 

第 49 条 徴税吏員は、前条第１項の場合で徴収金を受領した日に当該徴収金を指定金融機関等

に払い込むことができないとき又は同条第２項により徴収金を受領したときは、当該徴収金を

受領した日に徴収金及び同条第１項又は第２項の報告書を取りまとめ責任者に授受を明確にし

て引き継がなければならない。ただし、遠隔の地において徴収金を受領した場合その他特別な

理由によりこれにより難いときは、この限りでない。 

 （検査事務） 

第 50 条 知事及び局長は、徴税吏員の中から指定した検査担当者に、次に掲げる書類により徴

収金の領収等について厳重に検査させ、その結果を確認するものとする。 

 (1) 県税滞納整理復命書（県税領収状況報告書） 

 (2) 現金出納簿 
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 (3) 県税領収証書、県税領収証書の内訳書、徴収金領収証書、歳入歳出外現金領収証書及び納

付（納入）受託証書（以下「県税領収証書等」という｡)の原符 

 (4) 県税領収書 

 (5) 領収済通知書 

 (6) 領収済報告書 

 (7) 納付（納入）受託証券等報告兼引継書 

 (8) 旅行命令簿 

 (9) 納税証明請求書 

２ 知事及び局長は、徴税吏員の中から指定した検査担当者に、証紙徴収に係る自動車税   

又は狩猟税の申告書の申告額及び納税済印の押印の状況等について厳重に検査させ、その結果

を確認するものとする。 

   （令元.9.10税第 214号・令 7.3.26税第 572号、令８.3.31税第 559号・一部改正） 

 （県税領収証書等の受入報告） 

第 51 条 局長は、県税領収証書等を受け入れた場合は、次に定める受入書を知事に提出しなけ

ればならない。 

  県税領収証書等受入書               別記第 125号様式 

 （県税領収証書等の亡失の取扱い） 

第 52 条 局長は、県税領収証書等又は県税領収印を亡失した場合は、これを調査し、速やかに

知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告を受けた場合は、無効の告示をするものとする。 

 （徴収金領収証書等の記号）   

第 53 条 徴収金領収証書、歳入歳出外現金領収証書、納付（納入）受託証書及び県税領収証書

の内訳書に用いる地域振興局の記号は、次のとおりとする。 

  新発田地域振興局             Ｍ  

  新潟地域振興局               Ｋ  

  長岡地域振興局               Ｈ  

  南魚沼地域振興局             Ｆ  

  上越地域振興局               Ｃ  

  税務課                       Ｏ  

  

  附 則 
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 この要綱は、平成 18年４月１日から施行する。 

  附 則（平成 18年７月 31日付税第 233号） 

 この要綱は、平成 18年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 19年３月 30日付税第 572号） 

  この要綱は、平成 19年４月１日から施行する。 

    附 則（平成 19年７月 25日付税第 197号） 

  この要綱は、信託法（平成 18年法律第 108号）の施行の日から施行する。 

       施行の日＝平成 19年 9月 30日 

    附 則（平成 20年３月 30日付税第 556号） 

  この要綱は、平成 20年４月１日から施行する。 

    附 則（平成 20年７月 31日付税第 212号） 

  この要綱は、平成 20年 10月１日から施行する。ただし、別記第 29号様式の改正については、

平成 20年４月 30日から施行する。 

    附 則（平成 21年３月 31日付税第 564号） 

  この要綱は、平成 21年４月１日から施行する。 

    附 則（平成 22年９月７日付税第 269号） 

  この要綱は、平成 22 年 10 月１日から施行する。ただし、第２条の改正及び第 33 条の次に章

名を付する改正並びに第 33 条の２、別記第 29 号様式（「漁業協同組合」を「商工組合」に改正

する部分に限る。）、別記第 65 号様式、別記第 73 号様式及び別記第 74 号様式の改正について

は、通達の日から施行する。 

    附 則（平成 23年 12 月９日付税第 428号） 

  この要綱は、通達の日から施行する。 

    附 則（平成 24年３月 30日付税第 650号） 

  この要綱は、通達の日から施行する。 

    附 則（平成 25年４月１日付税第 13号） 

  この要綱は、平成 25年４月１日から施行する。 

  附 則（平成 26年３月 31日付税第 454号） 

  この要綱は、通達の日から施行する。 

  附 則（平成 26年 11 月 14日付税第 293号） 

  この要綱は、平成 26年 11月 15日から施行する。 

  附 則（平成 27年３月 31日付税第 453号） 
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  この要綱は、平成 27年通達の日から施行する。 

  附 則（平成 27年６月 30日付税第 155号） 

  この要綱は、通達の日から施行する。 

  附 則（平成 27年 12 月 21日付税第 357号） 

  この要綱は、平成 28年１月１日から施行する。 

  附 則（平成 27年 12 月 22日付税第 360号） 

  この要綱は、平成 28年１月１日から施行する。 

  附 則（平成 28年３月 29日付税第 517号） 

  この要綱は、通達の日から施行する。 

   （通達の日＝平成 28年 3月 29日） 

  附 則（平成 28年 12 月 22日付税第 411号） 

  この要綱は、通達の日から施行する。 

   （通達の日＝平成 28年 12月 22日） 

  附 則（平成 29年３月 31日付税第 548号） 

  この要綱は、通達の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる改正は、当該各号に定める日

から施行する。 

   （通達の日＝平成 29年 3月 31日） 

(1) 第 32号様式の改正 地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成 29年法

律第２号）の公布の日 

(2) 第 33号様式の改正 平成 29年４月１日 

附 則（平成 30年３月 31日付税第 532号） 

この要綱は、通達の日から施行する。ただし、第 14条及び別記第 33号様式の改正は、平成 30

年４月１日から施行する。 

  （通達の日＝平成 30年 3月 31日） 

附 則（平成 30年 12 月７日付税第 354号） 

この要綱は、通達の日から施行する。 

  （通達の日＝平成 30年 12月 7日） 

附 則（平成 31年３月 29日付税第 522号） 

この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月 10日付税第 214号） 

この要綱は、令和元年 10月１日から施行する。 
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附 則（令和元年９月 27日付税第 248号） 

１ この要綱は、令和元年 10月１日から施行する。ただし、別記第 29号様式の改正については、

令和２年１月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に保有する改正前の様式のうち賦課、徴収に関する事務に支障のない

ものはそのまま使用し、又は様式の一部を改めて使用することができる。 

附 則（令和２年３月 31日付税第 518号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月 29日付税第 490号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月 29日付税第 519号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年８月 23日付税第 240号） 

この要綱は、令和６年９月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月 26日付税第 572号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月 31日付税第 559号） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第 21 号様式、第 22 号様式、第 23 号様式、第 24 号様式、第 28 号様式、

第 45 号様式、第 47 号様式、第 48 号様式、第 49 号様式、第 99 号様式及び第 102 号

様式の規定は、令和８年度以後の年度分の自動車税について適用し、令和７年度以

前の年度分の自動車税の環境性能割及び種別割については、なお従前の例による。 
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別記 

第１号様式（第５条関係） 

 

閲覧又は記録についての指定吏員の証明書 

 

 

 

                     地域振興局 

                                          職 名  氏      名 

 

     税の賦課徴収のため、下記書類について閲覧又は記録する者として 

 

 上記の吏員を指定する。 

 

 

記 

 

      年   月   日 

 

 

 

                        地域振興局長   印 
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第２号様式（第６条関係） 
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第３号様式（第７条関係） 
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第４号様式（第８条関係） 
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第５号様式（第８条関係） 
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第６号様式（第８条関係） 
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第７号様式（第８条関係）（平 30.3.31税第 532号・一部改正） 
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第８号様式（第９条関係、第 27条関係、第 33条の３関係）（平 30.3.31税第 532号・一部改正） 
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第９号様式 削除（H25）  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 10号様式（第９条関係） 
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第 11号様式（第９条関係） 
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第 12号様式（第９条関係） 
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第 13号様式（第９条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 14号様式（第９条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 15号様式（第９条関係）（令元.9.27税第 248号・令 4.3.29税第 519号一部改正） 
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第 16号様式 削除 （H25）  
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第 17号様式（第９条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本税（現年度） 単位：（件・円・％） 調定年月日

非居住者等（本月分） そ の 他 （ 本 月 分 ）

件 数 税 額 前 年 比 件 数 金 額 金 額 金 額

特定公社債以外の公社債の利子

銀行預金利子

銀行以外の金融機関の預貯金利子

勤務先預金等の利子

合同運用信託の収益の分配

公社債投資信託のうち公募公社債投資信託以外の収益の分配

郵便貯金利子

国外一般公社債等の利子等

財形貯蓄契約に係る生命保険等の差益

私募公社債等運用投資信託の収益の分配

特定目的信託の社債的受益証券の収益の分配で公募以外のもの

国外私募公社債等運用投資信託等の収益の分配

懸賞金付預貯金等の懸賞金等

定期積金の給付補てん金

掛金の給付補てん金

抵当証券の利息

貴金属等の売戻し条件付売買の利益

外貨建預貯金等の為替差益

一時払養老保険・一時払損害保険等の差益19

合                                     計

13

14

15

16

17

18

12

01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

課 税 支 払 （ 本 月 分 ）

第17号様式（第９条関係）

県民税利子割調定内訳書　　　　　

区 分 利 子 等 の 種 類
本 月 分
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第 18号様式 削除 （H25）  
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第 19号様式（第９条関係） 
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第 20号様式 削除 （H25）  
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第 21号様式（第９条関係）（令元.9.10税第 214号、令 8.3.31税第 559号・一部改正） 
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第 22号様式（第９条関係）（令元.9.10税第 214号、令 8.3.31税第 559号・一部改正） 
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第 23号様式 削除（令 8.3.31税第 559号） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 24号様式 削除（令 8.3.31税第 559号） 
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第 25号様式（第９条関係） 
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第 26号様式（第９条関係） 
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第 27号様式（第 10条関係） 
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第 28号様式（第 10条関係）（令元.9.10税第 214号、令 8.3.31税第 559号・一部改正） 
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第 29号様式（第 11条関係）（平 30.3.31税第 532号・令元.9.27税第 248号・一部改正） 
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第 30号様式（第 12条関係） 
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第 31号様式（第 12条関係）（令元.9.27税第 248号・一部改正） 
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第 32 号様式（第 13 条関係）（平 28.3.29 税第 517 号・平 29.3.31 税第 548 号・令 3.3.29 税第 490 号・令 4.3.29 税第 519 号・一部

改正） 
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第 32号様式の２（第 13条関係）（令 4.3.29税第 519号・追加） 
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第 33 号様式（第 13 条、第 14 条関係）（平 29.3.31 税第 548 号、平 30.3.31 税第 532号・令元.9.27税第 248 号・令 3.3.29 税

第 490号・令 4.3.29税第 519号・一部改正） 
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第 34号様式（第 13条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 35号様式（第 14条関係）（平 30.12.7税第 354号・令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 36号様式（第 14条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 37号様式（第 15条関係）（平 28.3.29税第 517号・平 28.12.22税第 411号・一部改正） 
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第 38号様式（第 15条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 39号様式（第 15条関係） 
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第 39号様式の２（第 15条の２関係）（平 28.12.22税第 411号・追加） 
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第 40号様式（第 16条関係） 
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第 41号様式（第 16条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 

 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 42号様式（第 16条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 43号様式（第 16条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 44号様式（第 17条関係）（令元.9.10税第 214号・一部改正） 
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第 45号様式（第 18条、第 24条関係） 

（令元.9.10税第 214号・令 3.3.29税第 490号・令 7.3.26税第 572号、令 8.3.31税第 559号・一部改正） 

 

  

注　1

2

3 　期限後申告にあっては別に作成し、申告納付のあった日で処理すること。

枚

　一部修正証紙徴収(条例第69条第１項の規定により現金で徴収されるもの。)があった場合には、＜ ＞内に
当該税目に係る件数を、（　）内に当該税目に係る金額を外書きすること。

　件数及び金額の計を算出するときには、＜　＞中及び（　）中の件数又は金額を合算しないこと。

課 税 免 除

課 税

申 告 書 整 理 票

　　年　　月　　日取扱分

区　　　　　分

申 告 書
枚 数

登 録 自 動 車 （うち、変更分 枚）

（ ）

（ ）

（ ）

決
裁

金 額 （ 円 ）

対 象 外

計

自
動
車
税

件 数

不 均 一

非 課 税

減 免
身 障 者

そ の 他

＜ ＞
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第 46号様式 削除（令 7.3.26税第 572号）  
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第 47号様式から第 49号様式まで 削除（令 8.3.31税第 559号） 
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第 50号様式（第 25条関係） 
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第 51号様式（第 25条関係）（平 30.12.7税第 354号・令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 52号様式（第 26条関係）（令 2.3.31税第 518号・令 4.3.29税第 519号・一部改正） 
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第 53号様式（第 26条関係） 
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第 54号様式（第 26条関係） 
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第 55号様式（第 26条関係）（平 30.12.7税第 354号・一部改正） 
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第 56号様式（第 26条関係） 
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第 57号様式（第 26条関係） 
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第 58号様式（第 26条関係） 
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第 59号様式（第 26条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 
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第 60号様式（第 26条関係） 
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第 61号様式（第 26条関係） 
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第 62号様式（第 26条関係） 
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第 63号様式（第 26条関係） 
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第 64号様式（第 26条関係） 
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第 64号様式（第 26条関係） 
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第 65号様式（第 26条関係）（平 29.3.31税第 548号・一部改正） 
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第 66号様式（第 27条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 67号様式（第 27条関係）（令 4.3.29税第 519号・一部改正） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 68号様式（第 27条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 69号様式（第 27条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 70号様式（第 27条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 71号様式（第 27条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 72号様式（第 27条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 73号様式（第 27条関係） 

 

 

 

 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 74号様式 削除（H25）  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 75号様式（第 33条の３関係）（平 30.3.31税第 532号・一部改正） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 76号様式（第 28条関係） 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 77号様式（第 28条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 78号様式（第 30条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 79号様式（第 31条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 

 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 80号様式（第 31条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 81号様式（第 32条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 82号様式（第 33条関係） 

 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 83号様式（第 33条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 84号様式（第 34条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 85号様式（第 35条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 86号様式（第 35条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 87号様式（第 35条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 88号様式（第 35条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 89号様式（第 35条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 90号様式（第 35条関係） 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 91号様式（第 36条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 92号様式（第 36条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 93号様式（第 36条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 94号様式（第 37条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 95号様式（第 38条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 96号様式（第 38条関係）（令元.9.27税第 248号・一部改正） 

 

 

 

 

 

 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 97号様式（第 38条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 98号様式（第 38条関係）（令元.9.27税第 248号・一部改正） 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 99号様式（第 38条関係）（令元.9.10税第 214号、令 8.3.31税第 559号・一部改正） 

 

 

  

決議

発議

・　・

・　・

合計

件数 税額 件数 金額 件数 金額 件数 税額 件数 金額 件数 金額

発付年月日 年　　月　　日 発付年月日 年　　月　　日

本税 延滞金 合計 本税 延滞金

合計

件数 税額 件数 金額 件数 金額 件数 税額 件数 金額 件数 金額

発付年月日 年　　月　　日 発付年月日 年　　月　　日

本税 延滞金 合計 本税 延滞金

合計

件数 税額 件数 金額 件数 金額 件数 税額 件数 金額 件数 金額

延滞金

年　　月　　日

振興局

発付年月日 年　　月　　日

本税 延滞金 合計 本税 延滞金

本税 延滞金

督　促　状　取　消　決　議　書
　　　　　　（自動車税）

本税

件数

発付年月日

発付年月日 年　　月　　日

合計

件数 税額 件数 金額 件数 金額

年度

発付年月日 年　　月　　日

金額件数件数税額 金額

合計



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 100号様式（第 38条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 101号様式（第 38条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 102号様式（第 40条関係）（令 8.3.31税第 559号・一部改正） 
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                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 103号様式から第 108号様式まで 削除（H26）  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 109号様式（第 41条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 110号様式（第 42条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 111号様式（第 42条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 112号様式（第 42条関係）（令 3.3.29税第 490号・一部改正） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 113号様式（第 43条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 114号様式（第 44条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 115号様式（第 44条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 116号様式（第 45条関係）（令 8.3.31税第 559号・一部改正） 

 

  

滞納処分の停止調査書（個人）

｛ ｝

滞
納
者
の
状
況

有 無 （有の場合は、各財産調査は省略）□ □

住民票所在地 □

□ その他

生活保護法の適用

勤務先 □ 実家

 （調査事項）

・

摘要

円

㎡

地番 地積 所在地 評価額

円

延床面積

㎡

用　途 摘要所　　在　　地 評価額

□ 別添資料のとおり

構　造

財
産
の
状
況

生
命
保
険

家
　
屋

□

・

業　種 屋　　　　　号

土
　
地

地目

預
貯
金

□

調　査　者

所在不明時の調査

家
族
構
成

調 査 年月 日 ・

別添資料のとおり

動
　
産

調査年月日

・

年齢続　柄

本　人

職業・勤務先 疾病又は心身障害等



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

 

  

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

（理　　由）換
価
価
値

注　１　「負債」欄は、「資産」欄の抵当権等に記載した負債については、記載を要しないものであること。

区　　　　　分

□

差
押
財
産
及
び
公
売
状
況

・

□ 有

滞
納
県
税
徴
収
金

・

・

注　２　「換価価値」欄は、「有」にチェックされる場合は、２号該当に限られるものであること。

参
考
事
項

（国税・市町村の処理及び課税客体の「状況等）

調
査
結
果

無

税目 法定納期限等

・

・

・

種類 金額（千円） 債権者名

・ ・

無

有 無

有

債権現在額（千円）権利者名登記年月日

・

有 無

有 無

・

・

・ ・

・

種　類 金額（千円）
抵　　　当　　　権　　　等

設定 種類

公売（取立）年月日

・

有 無

・

・ ・

・

・

・

・

・

・

・

解除した事由差押年月日

負
　
　
　
債

最 終 の 納 付 ・ 納 入

・

差 押 財 産 公売（取立）収入

・ ・

捜 索 に 着 手

・ ・

年　月　日 確認

交付要求・参加差押え

徴 収 猶 予 期 限

・ ・

差押え完結（契約）解除

資
　
 
 

産

時
効
の
更
新
及
び
完
成
猶
予

区　　　　分 年　　月　　日 確認

差 押 え ・ ・

交付要求・参加差押え

完 結 解 除
・ ・

・

・ ・

・ ・ 納 税 誓 約 ・ ・

換 価 猶 予 期 限 ・ ・ 民 訴 に よ る 催 告 ・

・・



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 117号様式（第 45条関係）（令 8.3.31税第 559号・一部改正） 

 

  

滞納処分の停止調査書（法人）

調　査　者 調査年月日 ・ ・

滞
 
 

納
 
 

者
 
 

の
 
 

状
 
 

況

業　　種 設立年月日 ・ ・

資本金等 千円、 未払込額　有　・無、 同族・非同族　　　％

休業 ・ ・
清
算
人

住　所
廃業 ・ ・

解散 ・ ・

住　所

氏　名

氏　名

役職名 住　所　・　氏　名 生計状況 資産状況 持ち株等

住　所

氏　名

住　所

氏　名

住　所

氏　名

住　所

氏　名

住　所

氏　名

事
業
概
要

営業期間 ～ ～

当期利益

役
 

員
 

の
 

現
 

況

～

従業員数

売 上 高

差押

財産

及び

公売

状況

差押年月日 差押財産 公売（取立）年月日 公売（取立）収入 解除した事由

・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・

・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・

・ ・ ・ ・



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

 

 

  

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

資
 

産
 

及
 

び
 

負
 

債
 

の
 

状
 

況

資
　
 
 

産

種　類 金額（千円）
抵　　　当　　　権　　　等

設定 種類 登記年月日 権 利 者 名 債権現在額（千円）

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

負
　
　
　
債

種　類 金額（千円） 債権者名
滞
納
県
税
徴
収
金

税　　　目 法定納期限等

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

換
価
価
値

□ 無 （理　　由）

時
効
の
更
新
及
び
完
成
猶
予

区　　　　分 年　　月　　日 確認 区　　　　　分 年　月　日

差押え完結（契約）解除 ・ ・

確認

差 押 え ・ ・ 交付要求・参加差押え ・ ・

交付要求・参加差押え

完 結 解 除
・ ・

捜 索 に 着 手 ・ ・ 納 税 誓 約 ・

徴 収 猶 予 期 限 ・ ・ 最 終 の 納 付 ・ 納 入 ・

・ 民 訴 に よ る 催 告 ・

・

・

注　　「負債」欄は、「資産」欄の抵当権等に記載した負債については、記載を要しないものであること。

・

参
考
事
項

 （国税・市町村の処理及び課税客体の「状況等）

調
査
結
果

換 価 猶 予 期 限 ・



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 118号様式（第 45条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 119号様式（第 46条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 120号様式（第 47条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 121号様式（第 47条関係） 

 

  



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 122号様式（第 48条、第 49条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 123号様式（第 48条、第 49条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 124号様式（第 48条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 125号様式（第 51条関係） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 126号様式（第 33条の３関係）（平 30.3.31税第 532号、平 30.12.7税第 354号・一部改正） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 127号様式（第 33条の２関係）（平 30.3.31税第 532号・追加） 

 



                       県税事務取扱基本要綱_(令和8年4月1日時点) 

第 128号様式（第 33条の２関係）（平 30.3.31税第 532号・追加） 

 


